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令和８年度　長野市やまざとビジネス支援補助金事業応募申込書

令和　　年　　月　　日

長　野　市　長　　あて　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	〒
申込者住所　

	（フリガナ）

	企業名（屋号等）

	（フリガナ）

	代表者氏名　



次のとおり、長野市やまざとビジネス支援補助金事業に応募します。


１　申込者の概要等
	事業拠点となる場所
(地区名、施設名、住所等)
	

	事業開始予定年月日
	令和　　　年　　　月　　　日
（法人の設立年月日　　　　年　　月　　日）

	資本金（予定・現在）
	万円
	従業員（予定・現在）
	人

	現在、展開しているビジネスがあれば、その概要
	




	申込者（現在）職業
	１.事業主  ２.会社員  ３.学生  ４.無職  ５.その他（　　　）

	電話番号
	（会社・自宅）
	ＦＡＸ番　号
	

	
	（携帯）
	
	

	Ｅ－mail
	

	申込者の年齢
	（令和８年４月１日現在）　　生年月日
　　　　　　　　　　歳　　　昭和・平成　　　年　　　月　　　日　



※なお、申込後に申込者の住所・名称及び代表者の職・氏名に変更がある場合については、
任意の変更届出を提出しなければならないものとします。

長野市やまざとビジネス支援補助金申請書類一覧


Ⅰ　中山間地域の活性化につながる効果

Ⅱ　やまざとビジネス支援補助金初年度総事業費の内訳

Ⅲ　事業計画書
　　
　　１　事業化への動機、事業目的・経営理念
　　２　事業概要
　　３　事業の実現可能性
　　４　事業の発展性・継続性
　　５　事業の独創性
　　６　事業への熱意
　　７　事業実施スケジュール等

Ⅳ　数値計画

１　数値計画策定方針
２　損益計画
（１）損益計画（５年間）
（２）損益計算算定根拠
３　資金計画
（１）資金調達計画・返済計画・自主財源等
（２）補助金対象設備等の減価償却費計算

Ⅴ　添付書類

1 法人市区町村税または市区町村税の完納を証する書類
（長野市では「現に未納の市税がないことの証明」）
2 事業や法人を紹介するパンフレット等
3 創業計画書または事業開始届
4 定款または会則
5 役員名簿または会員名簿
6 団体等の予算書・決算書（直近３期分）・事業計画書・議事録
7 その他市長が必要と認める書類


Ⅰ　中山間地域の活性化につながる効果


事業名：	※簡潔に
	
地域の活性化につながる効果　
ビジネスにより見込まれる効果及び達成目標について具体的に記入してください。

■　地域課題の解決（空き家の活用、交流（定住）人口の増加、地産地消等））
	現　　状
	数値目標及び達成時期
	雇用形態、業務内容等

	
	
	



■　雇用の創出（雇用形態、人数等）及び地域経済への効果（生産量、消費量の増加等）
	現　　状
	数値目標及び達成時期
	根　　拠

	雇用（新規ならば空欄）

地区（地元）の方
　　　　　　　　　名
	地区（地元）の方　　　　名
達成時期（　　年　　月頃）
	

	雇用　地区外の方
　　　　　　　　　名
	地区外の方　　　　　　名
達成時期（　　年　　月頃）
	

	地域経済への効果

	
	



■　地域との協力・連携（協力・連携先、方法等）
	現　　状
	協力・連携体制
	連携方法等

	
	
	



地域（住民）へもたらす波及効果（具体的に）

・
・
・
・

	




Ⅱ　やまざとビジネス支援補助金初年度総事業費の内訳（詳細に記載）（注2）

（単位：千円）
	区分
	内　容
	金　額

	補助対象設備
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（１）小　計
	

	補助対象経費（上記以外）
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	（２）小　計
	

	（3）＝（1）＋（2）
合　計（注1）
	

	補助金額　　（3）×１／２　
	

	補助対象外経費
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	　　　　　　　　　合　計（4）
	

	総事業費に係る消費税(5)　　（（3）+（4）+人件費等）×10％
	

	総事業費　　（3）+（4）+（5）
	



必要に応じて行を挿入してください。総事業費は、数値計画の１年目に算入されます。
（注１）補助金の上限額は5,000千円です。補助率は、補助対象額の１／２ですので、補助金が5,000千円の場合は補助対象額の合計は10,000千円以上となります。
（注２）総事業費の内訳に減価償却費は算入しないでください。

Ⅲ　事業計画書

１　事業化への動機、事業目的・経営理念
	動機、背景等




　目的・経営理念







２　事業概要
	　



３　事業の実現可能性
	ニーズの把握（どんな方法で把握したのか。）


	　活用する地域資源（特産品、農作物、空き家、自然等）


	地域資源の入手方法（募集、買収、賃貸借、契約、協定等）

	

	地域、行政等との連携体制（現在の連携及び今後の想定）


	事業の執行体制（現在及び今後、想定される組織、連携など）


	事業に対する知識・経験の有無（具体的に）




４　事業の発展性・継続性
	



５　事業の独創性
	



６　事業への熱意
	




７　事業実施スケジュール等（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	1 １年目のスケジュール

	（年月）

	（実施事項）

	
	

	
	

	
	

	
	



	②２年目のスケジュール

	（年月）
	（実施事項）

	
	

	
	



	2 ３年目のスケジュール

	（年月）
	（実施事項）

	
	

	
	



	3 ４年目のスケジュール

	（年月）
	（実施事項）

	
	

	
	



	4 ５年目のスケジュール

	（年月）
	（実施事項）

	
	

	
	




Ⅳ　数値計画
１　数値計画策定方針

　　以下で策定する数値計画は


· 　既存の事業はあるが、補助金を受けて行う事業は新規事業であるため、新規事業のみの数値計画を策定している。

· 　従来は特に事業を行っていなかったが、やまざとビジネス支援補助金をもとに新しい事業を立ち上げることとして数値計画を策定している。

いずれか該当する数値計画策定方針に☑をしてください。

２　損益計画（税抜きの金額を記入してください）
（１）５カ年計画
	（単位：千円）
	区分
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	売上高A

売上原価B
	
	
	
	
	

	◎売上総利益C
（A－B）

D販売費及び
一般管理費
	
	
	
	
	

	◎営業利益E
（C－D）

F営業外収益
G営業外費用
	
	
	
	
	

	◎経常利益H
（E＋F－G）

Ｉ特別利益
Ｊ特別損失
	
	
	
	
	

	◎当期利益K
（H＋I－J）


	
	
	
	
	


※記載する数値は、次ページ以降の（２）損益計算算定根拠から転記してください。
8

（２）損益計算算定根拠
　■ 売上A（算定根拠）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	売上の内訳（※）
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


（※）商品、製品種類別に記載してください。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



	9
■ 売上原価B（算定根拠）
	（商品の仕入れや製造にかかった費用）　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	売上原価の内訳
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	経　費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	※減価償却費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


※売上原価の償却資産は、工場や機械など商品の製造に関わる費用です。

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



■ 販売費及び一般管理費D（算定根拠）
（給料、福利厚生、広告宣伝、旅費、賃借料、通信運搬、光熱水費などの費用）	（単位：千円）
	販売費及び
一般管理費の内訳
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	経　費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	※減価償却費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	小　計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


※販売費及び一般管理費の償却資産は、店舗（建物）、設備（製造に関わる以外）、車両等の費用

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	





■ 営業外収益F、営業外費用G（算定根拠）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	営業外収益、
営業外費用の内訳
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	営業外収益
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	

	営業外費用
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	


営業外収益（受取利息、受取配当金、不動産賃借料、雑収入など主な営業活動以外からの収入）
営業外費用（支払利息、割引料など主に金融取引に関する経常的に発生する費用）

根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	１年目
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目
	

	５年目
	



■ 特別利益I、特別損失J（算定根拠として詳細に記載してください。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	特別利益、特別損失
の内訳
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	特別利益
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	

	特別損失
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	合　計
	
	
	
	
	


特別損失（通常は発生しないような特別な損失に関する費用）
根拠説明（記載しきれない場合は適宜別紙で説明ください）
	








３　資金計画
（１）資金調達計画・返済計画・自主財源等
■ 資金調達計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	金融機関名
	調　達　額

	
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	




■ 資金返済計画
（単位：千円）
	金融機関名
	資金調達（借入）
	返済予定額

	
	借入月
(予定)
	借入額
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	
	




■ 自主財源等

	資金内訳
	金額（千円）

	自己資金
	

	クラウドファンディング、寄附金、出資金等
	

	その他
	

	合計
	





■資金調達計画「調達額１年目の合計」＋■自主財源等の合計＋補助金額
＝４ページの「やまざとビジネス支援補助金初年度総事業費」となります。








（2） 補助金対象設備等の減価償却費計算　
（単位：千円）
	
	資産名
	取得
予定日
	償却
方法
	耐用
年数
	取得
価額
	減価償却費

	
	
	
	
	
	
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目

	取得
（補助対象）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	取得
（補助対象外）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	

	
	合計（注１）
	
	
	
	
	



（注１）減価償却費のそれぞれの合計欄の金額は10ページ「売上原価」及び、11ページの「販売費及び一般管理費」の減価償却費の小計額と一致します。



14

